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はじめに

　世界金融危機（注 1）以降，徐々に世界経済にお
ける先進国の影響力は縮小され，新興国家を主
としながら経済構造が再編された。そのような
こともあり，新興経済圏との経済的交流は以前
よりも広がりをみせ，その重要性も増してきて
いるといえる。特に ASEAN の経済成長率は
2019 年，2020 年ともに＋5.3％と予想されてお
り，人口も 6 億人以上と大規模な内需市場を保
有している。同時に，日中韓の競合市場という
側面においても ASEAN の重要性は非常に高
いといえる。
　日本は，2005 年 4 月に ASEAN との交渉を
開始し，2008 年 12 月にはシンガポール及びラ
オス，ベトナム，ミャンマーの 4 ヵ国との間で
EPA を発効した。ASEAN 地域は北東アジア
地域に位置する国家から，主に低賃金を基盤と
した迂回生産拠点や原材料を購入するための市
場として認識されている面があり，近年の
ASEAN 諸国の急激な経済成長や購買力の上昇
によって，現地の国内市場をターゲットにした
投資が徐々に拡大されている傾向にある。
　中国は，2004 年 11 月に ASEAN との間で商

品協定を締結，2005 年 7 月には発効し，商品
における関税引き下げを行った。それ以降，同
協定によって当該国家・共同体間の交易商品の
90％に当たる約 7,000 以上の商品について関税
をゼロにするなど，商品やサービス投資におけ
る自由貿易が大きく拡大した。
　韓国は，2004 年にチリとの間で初めて FTA
を発効して以降，2005 年 2 月には ASEAN と
の交渉を開始し，2007 年 6 月には商品協定，
2009 年 5 月にはサービス協定及び投資協定を
発効した。韓国 -ASEAN FTA においては，
過去 10 年間で三度に渡って，商品協定や原産
地証明手続き手順の改正等を行いながら協定の
自由化レベルを向上させてきた。 また，2015
年 12 月 に は ASEAN 経 済 共 同 体（ASEAN 
Economic Community：AEC）が新たに発足
され，ASEAN 地域の生産市場及び消費市場と
しての役割がさらに拡大することが期待されて
いる。
　世界金融危機以降，ASEAN は他の輸出市場
と比較して相対的に輸出の減少が少なく，安定
的な輸出市場として位置付けられている。ま
た，米国が環太平洋パートナーシップ協定

（Trans-Pacific Partnership Agreement：
TPP）から公式的に脱退することを宣言したこ
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とで TPP の発効時期が不透明になったことも
重なり，東アジア地域包括的経済連携協定

（Reg i ona l  Comprehens ive  Economic 
Partnership：RCEP）への関心が高まりをみせ
ている。 RCEP は域内国家間において既に締
結されている FTA が多く存在するため，貿易
創出効果は大きくないと予想されるが，既に締
結されている FTA の改善や規範の調和等を通
じて域内生産ネットワークを効率化させること
ができれば，RCEP の効果を増進させることが
可能であろうと考えられる。
　本稿では，日本，中国，韓国が ASEAN と
の間でそれぞれ締結した FTA・EPA の経済効
果について貿易結合度及び国別偏向度の概念を
用 い な が ら 分 析 す る。 ま た，ASEAN と の
FTA 締結後に各国の輸出競争力がどのように
変化してきたのかについても言及する。

1．�日中韓におけるASEANとの
交易動向及び先行研究

1-1．日中韓におけるASEANとの交易動向

　近年，日中韓における対 ASEAN 輸出入量
は着実に増加しているが，2009 年の世界金融
危機をきっかけに世界の貿易量は大幅に減少し
た。北東アジア諸国と ASEAN との貿易量も
同じく大幅に減少したが，その後は急速に回復
している。2000 年以降の対 ASEAN 輸出量に
限っていえば，日本は 1.5 倍，韓国は 4.5 倍の
成長を示し，中国は約 10 倍もの成長を示して
いる。日中韓の対 ASEAN 輸出量における年
平均の増加率はそれぞれ，日本が 4.26％，中国
が 19.31％，韓国が 12.47％である一方，対世界
輸出量における年平均の増加率はそれぞれ，日
本が 3.71％，中国が 13.65％，韓国が 9.67％で
あることからも示されているとおり，ASEAN
地域の重要性の高さ並びに対 ASEAN 輸出量
が急速に拡大している事実を一目で確認するこ

とができる。
　日本は，2008 年に ASEAN との EPA を発
効してから 2016 年までに，輸出面こそ約 5 億
ドルのマイナス成長をみせたが，輸入面におい
ては約 89 億ドルの成長をみせている。また，
中 国 は ASEAN と の FTA を 発 効 し て か ら
2016 年までに，輸出面においては約 1,345 億ド
ル，輸入面においては約 1,095 億ドル増加して
おり，韓国は 2007 年に ASEAN との FTA を
発効してから 2016 年までに，輸出面において
は約 404 億ドル，輸入面においては 199 億ドル
増加している。また，日中韓の 3 ヵ国における
年平均の輸出増加率は，各国が ASEAN との
FTA・EPA を発効して以降，韓国は 18.50％，
中国は 25.10％とともに上昇している一方，日
本は 2008 年と比較して減少している。最後に，
貿易収支面においては，表 1 において示されて
いるように 3 ヵ国ともに黒字傾向にあるといえ
る。
　日本，中国，韓国と ASEAN との間におけ
る輸出率及び市場占有率は，表 2 のとおりであ
る。 日 本 に お け る 対 ASEAN の 輸 出 率 は，
2007 年までは減少傾向にあったものの，2008
年以降に増加傾向に転換されたため，全体的な
変化としては大きな変化はみられない。また，
市場占有率については継続的に減少傾向にあ
り，過去 15 年間で約 9.9％減少したことが確認
できた。特に，この減少傾向は 2004 年以降に
著しく現れているが，中国と ASEAN との間
で FTA が締結されたことによって中国の輸出
が急激に増加し，日本の市場占有率が相対的に
減少した結果であると推測することができる。
　一方，中国における対 ASEAN については，
輸出率及び市場占有率ともに上昇していること
が 確 認 で き る が， 特 に，ASEAN と の 間 で
FTA を発効した 2005 年以降の 10 年間におい
ては，輸出率 2.7％，市場占有率が 5.1％と急激
に上昇していることが確認できる。一方，
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ASEAN における対中国に関しては，輸出率が
大幅に増加しているのに対し，市場占有率は継
続して減少しているということが確認できた。
　韓国における対 ASEAN の輸出率及び市場
占有率は，2000 年以降，継続的に増加してお
り，特に，2007 年以降の数値を見れば，韓国
-ASEAN FTA が発効されたことによる影響で
対 ASEAN の輸出が活発になったということ
が推測できる。一方，ASEAN における対韓国
の輸出率は大きな変化がなく維持している状態
だが，市場占有率に関しては，2007 年を起点
に増加傾向に転換し始めたという変化をみせて
いる。

1-2．先行研究

　近年，各国家・地域間では多くの FTA・
EPA が締結されるようになり，FTA・EPA に
おける経済的効果に関する研究が活発に行われ
るようになってきた。これまでの FTA・EPA
における効果分析においては，主に一般均衡モ
デル （Computable General Equilibrium：CGE）
や重力モデルが用いられてきた。一般均衡モデ
ルとは，実際にそれぞれの FTA・EPA が締結
される前に，予めその締結しようとしている
FTA・EPA の妥当性について分析する方法で
あり，集計された製品レベルでの二国間貿易を
分析することが可能なモデルである。一方，重

表 1　日中韓における対ASEAN貿易収支推移

日本 中国 韓国

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入

2002 69,365 57,985 18,019 21,983 16,950 18,149

2003 57,139 52,881 19,308 23,014 15,068 15,863

2004 56,441 49,931 23,587 31,013 17,446 16,699

2005 62,726 56,803 32,505 47,107 19,118 18,423

2006 75,186 65,226 46,010 62,654 23,923 22,351

2007 62,726 70,080 59,564 74,600 26,940 26,005

2008 80,553 77,068 74,761 89,090 32,795 29,629

2009 85,667 81,247 87,910 103,320 36,475 31,692

2010 104,886 100,699 105,006 111,559 48,129 39,470

2011 79,888 72,497 91,623 101,275 39,740 32,819

2012 113,408 94,125 119,708 146,939 56,136 42,511

2013 120,875 117,634 143,878 184,065 67,695 51,527

2014 129,586 122,046 163,896 187,412 73,451 50,580

2015 111,762 111,673 181,332 189,408 77,765 51,649

2016 104,425 109,624 194,147 184,116 76,971 51,605

年平均増加率
（対 ASEAN）

4.26 5.80 19.31 17.71 12.47 8.58

年平均増加率
（対世界）

3.71 6.51 13.65 17.45 9.67 9.91

（出所）独立行政法人経済産業研究所　RIETI-TID 2016 より筆者作成。

（単位：百万ドル）
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力モデルとは，分析しようとする FTA・EPA
が締結された後に，関税廃止や関税引き下げな
どの要因の変化によって引き起こされる経済的
効果について分析するモデルである。このよう
な研究方法は，FTA・EPA の効果を数値化で
きるというメリットがある反面，モデルを構成
する過程において各研究者の恣意的な判断基準
が含まれてしまうという危険性も考えられる。
　 本 稿 の 主 題 で あ る ASEAN に 関 連 す る 
FTA・EPA 効果における先行研究の中には，
日本や韓国をはじめとした国家を対象とし，
1996 年 か ら 2006 年 に 渡 っ て EU 及 び
ASEAN，NAFTA，MERCOSUR などとの地
域経済統合の効果について分析したものが存在
するが，その研究においては韓国の経済統合効
果として NAFTA 及び EU に対して負の効果
が導出された反面，ASEAN との経済統合効果
については正の効果が導出されている。また，
韓国と EU 及び韓国における主要交易国を対象
とした経済統合効果に関する先行研究において
は，全般的に ASEAN との間には貿易創出効
果が確認できるが，EU の場合は，韓国との交

易量の増減による効果が確認できないと結論付
けている。さらに，ASEAN 地域内の貿易自由
化の影響に関する先行研究においては，二国間
貿易協定よりも多国間貿易協定の方が貿易創出
効果があると結論付けている。一方，発展途上
国間の地域協定においては，非加盟国に輸入さ
れる物品に対する高関税によって貿易転換効果
が引き起こされる反面，先進国間の地域協定に
おいては，半分程度の物品において貿易創出効
果があるという分析結果も出ている。
　上記では，FTA・EPA の効果を分析する方
法及び ASEAN に関連する FTA・EPA の先
行研究について考察した。ASEAN に関連する
FTA・EPA の効果分析方法の多くは一般均衡
モデル及び重力モデルを用いた分析によって成
り立っており，ASEAN は日本，中国，韓国と
の生産ネットワークにおいて密接な関係性を
持っているだけではなく，新しい消費市場とし
ての役割がより重要になってきていることが確
認できた。
　したがって，本稿では，貿易結合度及び国別
偏向度の概念を用いながら，日本，中国，韓国

表 2　日中韓とASEAN間における輸出率及び市場占有率（注 2）
（注 3）

日本 中国 韓国

日本→ ASEAN ASEAN →日本 中国→ ASEAN ASEAN →中国 韓国→ ASEAN ASEAN →韓国

輸出率
市場

占有率
輸出率

市場
占有率

輸出率
市場

占有率
輸出率

市場
占有率

輸出率
市場

占有率
輸出率

市場
占有率

2000 13.8 18.9 13.7 15.4 4.6 4.9 5.2 11.2 9.8 4.6 4.3 11.3

2002 12.7 16.3 12.1 14.9 4.9 6.8 7.5 12.3 10.7 5.0 4.1 10.9

2004 12.2 15.4 11.4 14.5 5.8 9.4 11.0 12.6 9.2 4.9 3.9 9.9

2006 11.6 12.5 10.3 13.5 6.3 11.6 11.9 13.0 9.5 5.1 3.9 9.5

2008 13.1 11.8 10.9 13.6 6.8 11.9 12.1 11.3 11.7 5.4 4.3 9.2

2010 14.6 12.5 9.7 14.0 7.2 13.2 15.2 12.0 12.5 6.2 4.4 10.1

2012 15.6 11.1 10.5 14.1 8.3 14.0 16.1 12.1 13.9 6.3 4.3 9.9

2013 14.7 9.5 9.6 13.8 8.9 15.4 16.2 11.8 14.2 6.6 4.4 10.1

2014 14.2 9.0 9.2 13.9 9.0 16.7 15.4 11.1 13.7 6.6 4.3 10.0

（出所）独立行政法人経済産業研究所　RIETI-TID 2016 より筆者作成。

（単位：％）
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と ASEAN との間の交易構造の変化状況にお
いて，商品構造の補完性以外の要因から影響を
受けているのかについて評価することによって
FTA・EPA の効果を分析する。また，重力モ
デルによって輸出の貿易創出効果及び輸入の貿
易創出効果を数値化し，日本，中国，韓国と
ASEAN との間の FTA・EPA の効果を分析す
る。

2．実証分析モデル及び資料分析

2-1．�貿易結合度を用いた FTA・EPA分析
モデル

　輸出国 i 及び輸入国 j の貿易結合度は次のと
おりである。

　　　Iij ＝
Xij

Xi

/
Xj

X
� （ 1 ）　

Xij ：i 国の j 国に対する輸出額
Xi ：i 国の総輸出額
Xj ：j 国の総輸入額
X：全世界の総輸出額又は総輸入額

　ここで Iij の数値が 1 より大きいということ
は，i 国の総輸出額のうちｊ国に対する輸出額
が占める割合が，全世界の総輸出額のうち j 国
の総輸入額が占める割合よりも大きいというこ
とを意味しているため，i 国から j 国への輸出
の密接性が j 国の世界市場に対する輸出の密接
性より大きいと解釈することができる。これに
対して，Iij の数値が 1 より小さい場合は，反
対の意味として解釈することができる。なお，
貿易結合度は，両国間の比較優位において補完
性が強ければ強いほど，地理的又は物理的な距
離が近ければ近いほど，また，両国間において
特恵貿易協定が結ばれている場合には 1 より大
きな数値になるということである。
　 貿 易 結 合 度 は， 貿 易 補 完 度（Trade 

Complementarity Index：Cij）及び国別偏向度
（Degree of Special Country Bias：Bij）の 2 つ
の要因に分けることができるが，貿易補完度は
輸出入における両国間の比較優位構造の相互補
完性を反映し，国別偏向度は地理的な距離や特
恵貿易協定，海外直接投資などの相対的な密接
性を反映している。したがって，貿易結合度は
次のように表すことができる。

　　　Iij = Cij・Bij� （ 2 ）　

　一方，一国の輸出入の方法は，その国の比較
優位及び比較劣位構造によって決定される。ヘ
クシャー＝オリーンモデル（注 4）のように輸送費
や貿易障壁がなければ，k 品目における i 国の
j 国に対する期待輸出額（EXk

ij）は，1 つの商
品における全世界の総貿易量において i 国が占
める割合と，同一商品における j 国の総輸入量
の積で表すことができ，次のように表すことが
できる。

　　　EXk
ij = Xk

j （Xk
i  / Xk）� （ 3 ）　

　ここで Xk
i ， Xk は，それぞれ i 国及び全世界

の k 品目に対する輸出額，Xk
j は j 国の k 品目

に対する輸出額を表している。各品目別の期待
輸出額の合計は，i 国における全ての交易品目
の期待輸出額になる。

　　　EXij =Σk EXk
ij� （ 4 ）　

　i 国の貿易補完度（Cij）は，式（ 1 ）におけ
る i 国と j 国の実際の貿易額（Xij）を総期待輸
出額に代替して計算することができる。

　　　Cij ＝
EXij

Xi
/

Xj

X
� （ 5 ）　

　また，国別偏向度（Bij）は，実際の輸出額
と期待輸出額の差の程度を意味しており , 次の
ように表すことができる。
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　　　Bij≡　　=　　　 ＝� （ 6 ）　

　式（ 6 ）において，Bk
ij（＝Xk

ij / EXk
ij）は，各

商品別，国別の偏向度を表しており，Bij は Bk
ij

の加重調和平均とされている。
　式（ 2 ）のように，貿易結合度（Iij）は，比
較優位を決定する貿易補完度（Cij）と国別偏
向度（Bij）の積で表すことができるが，国別
偏向度は，地理的な距離や特恵貿易協定，海外
直接投資などによって決定される。

2-2．�重力モデルを用いた FTA・EPA分析
モデル

　1962 年に Tinbergen（注 5）が初めて重力モデ
ルを貿易に適用して以来，国際貿易学の分野に
おいても重力モデルは優れた実証手法の 1 つで
あると考えられている。しかし，当初は貿易に
おける重力モデルの理論的基礎は明示的に考え
られておらず，これらに関連するその後の研究
において，貿易における重力モデルが経済理論
から導き出されていることが確認された。ま
た，貿易における重力モデルがリカードモデル
やヘクシャー＝オリーンモデルなどの伝統的貿
易理論，新貿易理論，新々貿易理論からも理論
的に導くことが可能であることも確認された。
式（ 7 ）は，FTA・EPA の政策効果を分析す
るために，伝統的重力モデルに人口 1 人当たり
の国民所得や共通言語 , 国境隣接度合などの国

家間の貿易規模に影響を及ぼすであろうと判断
される変数を組み込んだ式である。

　　　�lnXijt=�β0+β1lnGDPi+β2lnGDPj�

+β3lnDistij+β4Adjij�
+β5 Comlangij�

+θ1 FTA・EPA1ijt�

+θ2 FTA・EPA2ijt�

+θ3 FTA・EPA3ijt�

+δt+εij� （ 7 ）　

　式（ 7 ）において，推定係数の予測符号をみ
てみると，GDPi と GDPj は輸出国，輸入国の
消費及び需要水準を表していることから，貿易
量との関係が正であることが予想される。ま
た，各国間の距離に関する変数については，運
送や情報費用の代理変数として地理的に遠く離
れた国家であればあるほど貿易量が減少すると
考えられていることから，符号が負になること
が予想され，隣接国の可否（Adjij）や同一言
語の使用可否（Comlangij）の推定係数につい
ては，文化的な側面において類似した国家間に
おける貿易量との関係が正であることが予想さ
れる。
　 一 方，FTA・EPA の 効 果 に つ い て は，
FTA・EPA1ijt ， FTA・EPA2ijt 及びFTA・
EPA3ijt に分けて分析をする。FTA・EPA1ijt

では，特定年度（t）において，輸出国 i 国と
輸入国 j 国が同一の FTA・EPA の加盟国であ
る場合を 1，そうでない場合を 0 と表示してい

Xij

EXij

Xij

∑k EXk
ij ⎛　　⎞

⎝　　⎠

1

∑ 
Xk

ij

Xij
 

1
Bk

ij

表 3　FTAにおける貿易創出効果及び貿易転換効果（注 6）

輸出効果 輸入効果

θ2 ＞ 0 θ2 ＜ 0 θ3 ＞ 0 θ3 ＜ 0

θ1 ＞ 0 Pure TC （X）
TC （X） + XD （θ1 ＞ θ2）

or XD （θ1 ＜ θ2）
Pure TC （M）

TC （M） + MD （θ1 ＞ θ3）
or MD （θ1 ＜ θ3）

θ1 ＜ 0 XE XC + XD ME MC + MD

（出所）�Yang and Martinez-Zarzoso, “A Panel Data Analysis Trade Creation and Trade Diversion Effects：The Case of 
Asean-China Free Trade Area,” China Economic Review, Vol. 29, p. 144 より筆者作成。
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る。そこで，もし推定係数（θ1）が正の数値
であった場合は，FTA・EPA によってさらに
域内貿易が増進されると解釈することができ
る。次に FTA・EPA2ijt では，輸出国 i 国が
FTA・EPA 加 盟 国 で あ り， 輸 入 国 j 国 が
FTA・EPA 非加盟国である場合を 1，そうで
ない場合を 0 と表示している。そこで，もし推
定 係 数（θ2） が 正 の 数 値 で あ っ た 場 合 は，
FTA・EPA 加盟国から FTA・EPA 非加盟国
に対する輸出量の増大を意味しているといえ，
輸出の側面において貿易創出効果があると定義
することができる。逆に，推定係数（θ2）が
負の数値であった場合は，FTA・EPA 加盟国
から FTA・EPA 非加盟国に対する輸出の減少
を意味しているといえ，輸出転換効果があると
定義することができる。なお，FTA3ijt では，
輸出国 i 国が FTA・EPA 非加盟国，輸入国 j
国が FTA・EPA 加盟国である場合を 1，そう
でない場合を 0 と表示している。この推定係数

（θ3）が正である場合，貿易創出効果によって
非加盟国から加盟国への輸入が増大することを
意味し，逆に，負であった場合は貿易転換効果
があると定義することができる。すなわち，
FTA・EPA において域内貿易の増加（θ1）の
みを純貿易創出とみなすことは不十分であると
いうことである。域内貿易の増加（θ1）は，域
外国家の輸入の減少（θ3）とともに表れるため，
貿易創出効果及び貿易転換効果によって互いが
相殺されるということが，その理由として挙げ
られる。したがって，θ1 だけでなく加盟国と非
加盟国間の貿易パターンや大きさ等についても
考察する必要がある。このことから，地域内貿
易増加（θ1 ＞ 0）は，域外国家からの輸入減少

（θ3 ＜ 0）が伴う可能性があり，域内貿易の係
数（θ1）とともに加盟国と非加盟国間の貿易パ
ターンや大きさ（θ2 ，θ3）についても検討する
必要があるということである。

2-3．資料分析

　本稿では，日中韓の 3 ヵ国と ASEAN との
間の FTA・EPA 効果を分析するための資料と
して，独立行政法人経済産業研究所の REITI-
TID 2016 の数値を用いた。まず，貿易指数に
よる FTA・EPA 効果については日中韓及び
ASEAN 地域すべての国家の貿易額によって分
析を行い，重力モデルによる分析においては，
日中韓との交易が比較的に多い米国やシンガ
ポール，ベトナム，インドネシア，インド，ロ
シア，ブラジル，オーストラリア，サウジアラ
ビア，メキシコ，タイ，フィリピン，ドイツ，
アラブ首長国連邦，オランダ，カナダ，イギリ
スなどの国家を選定し分析を行った。ASEAN
加盟国の中において比較的経済規模が小さく，
その他の資料の収集が難しいカンボジアやミャ
ンマー，ブルネイ，ラオスは除外し，分析期間
は日中韓と ASEAN との間でそれぞれ FTA・
EPA が発効された 2000 年から 2014 年を対象
とした。また，各国の GDP 数値については世
界銀行の WDI（World Development Indicator）
を用いて名目変数を抽出し，各国間の距離

（Distij）や隣接国の可否（Adjij），同一言語の
使用可否（Comlangij）等の資料については，
CEPPI のデータベースより抽出した。また，
日本，中国，韓国，ASEAN 地域の各国におけ
る他の国家との地域協定に関する資料について
は，WTO のウェブサイトより抽出した。なお，
実証分析の統計ソフトについては Stata 13.1 を
用いた。また，表 4 は，重力モデルに用いられ
た独立変数の記述的統計値である。

3．実証分析結果

3-1．貿易結合度及び国別偏向度の分析

　概略的ではあるが，第 1 章における日本，中
国，韓国における対 ASEAN の輸出率及び市
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場占有率が FTA・EPA 発効後に増加したとい
う結果から，日中韓の 3 ヵ国と ASEAN との
間における各 FTA・EPA の効果について考察
することができ，貿易結合度の面からも FTA
の効果について説明することができた。しか
し，貿易結合度は相手国の輸入需要の増加に
よって輸出率が増加したり，輸出国の輸出供給
能力及び輸出競争力の増進によって市場占有率
が上昇したりするものである。すなわち，貿易
結合度は，両国間の輸出構造及び輸入構造が類
似しているほど輸入が増加する貿易補完度に
よって大きく変化する可能性があるものであ
り，これは，貿易結合度から輸出入における特
化構造を除いた国別偏向度を通じて，自由貿易
協定の締結による貿易増大効果を類推すること
ができたということである。
　 表 5 は， 日 本， 中 国， 韓 国 に お け る 対
ASEAN の貿易結合度及び貿易補完度，国別偏
向度に関するものである。日本は，2008 年に
ASEAN との EPA を発効して以来，日本にお
ける輸出構造及び ASEAN における輸入構造
においてはその類似性が薄れ，貿易結合度も
2.19 から 2.07 に減少している。したがって，
ASEAN に対する国別偏向度は大きな変化もな
く一定の水準（2.13 ～2.18）で維持されており，
日本における対 ASEAN EPA の効果は大きく
も小さくもないと解釈することができる。
　2007 年以降，中国における対 ASEAN 輸出

の貿易補完度において 1.00 ～1.03 の変化量を
示したことについては，中国における輸出構造
及び ASEAN における輸入構造において大き
な変化はみられなかったが，貿易結合度につい
ては増加したと結論付けることができる。した
がって，国別偏向度が 1.07 から 1.28 に増加し
たということは，両国間の貿易関係において
FTA の効果があったと解釈することが可能で
あるということである。
　また，2007 年の韓国の貿易結合度は 1.80 で
あったが，2014 年には 2.00 まで上昇している。
同一期間の貿易補完度は 1.22 から 1.09 まで減
少し，国別偏向度は 1.48 から 1.83 に増加した。
ここでの貿易補完度の減少は，韓国と ASEAN
との間における輸出構造及び輸入構造の類似性
が薄れてきているということを意味しており，
貿易結合度の増加は，韓国と ASEAN との貿
易の密接性が増してきているということを意味
している。また，国別偏向度の上昇について
は，FTA のような特恵貿易協定によって貿易
量が増加していることを意味していると解釈す
ることができる。
　韓国における ASEAN に対する輸出率及び
市場占有率は，2007 年に FTA を発効して以
来，2009 年の世界金融危機を除いて持続的に
増加している。同様に，国別偏向度及び貿易結
合度についても 2002 年以降，減少傾向にあっ
たにも関わらず FTA を発効してから増加傾向

表 4　基礎的な記述統計分析

変数 平均 標準偏差 最小値 最大値

lnXij 21.793 1.762 13.293 26.820

lnGDPi 27.352 1.358 24.238 30.487

lnGDPj 27.333 1.358 24.238 30.487

lnDistij 8.788 0.760 5.937 9.810

Adjij 0.0498 0.217 0 1

Comlangij 0.119 0.324 0 1

（資料）筆者作成。
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に転じている。国別偏向度が上昇傾向に転じた
理 由 と し て，2007 年 以 降 の 韓 国 に お け る
ASEAN に対する輸出の増加の一部が FTA の
効果によるものであると解釈することができ
る。
　これに対して，中国における ASEAN に対
する輸出率及び市場占有率は急激に上昇してい
る。特に，市場占有率の増加は貿易結合度及び
国別偏向度の上昇よりも著しい。このように，
中国における ASEAN に対する輸出率の増加
は，市場占有率の上昇によるものと考えられる
ため，中国における ASEAN に対する輸出量
の増加は，ASEAN すべてにおける輸入需要の
増加に起因していると解釈することができる。
一方，日本における ASEAN に対する輸出率
及び市場占有率は，特恵貿易協定の影響に関わ
らず継続的に減少しており，市場占有率におい

ても 2008 年から上昇傾向に転じている。なお，
2010 年以降の貿易結合度及び国別偏向度につ
いては，ほぼ同じ水準で推移していることが確
認できる。
　一方，ASEAN における韓国に対する輸出に
ついては，韓国の輸入構造及び ASEAN の輸
出構造を示す貿易補完度の数値が 1.03 から 1.05
の間でほぼ一定の水準で維持されており，貿易
結合度については，2007 年から 2009 年にかけ
て 1.45 から 1.57 まで増加したが，2014 年には
1.42 まで減少している。また，国別偏向度も同
様に 2007 年から 2009 年にかけて 1.34 から 1.48
まで増加したが，2014 年には 1.38 まで減少し
ており，ASEAN が韓国との FTA を発効した
ことによる FTA の効果の表れであると推測す
ることができる。
　また，ASEAN における中国に対する輸出に

表 5　日中韓における対ASEAN　貿易結合度及び国別偏向度（注 7）

日本 中国 韓国

貿易
結合度

貿易
補完度

国別
偏向度

貿易
結合度

貿易
補完度

国別
偏向度

貿易
結合度

貿易
補完度

国別
偏向度

2000 2.32 1.13 1.06 0.77 0.92 0.84 1.66 1.17 1.41

2001 2.34 1.11 2.11 0.85 0.92 0.92 1.75 1.16 1.51

2002 2.26 1.11 2.03 0.89 0.96 0.92 1.90 1.24 1.53

2003 2.31 1.13 2.05 1.01 0.98 1.04 1.78 1.26 1.42

2004 2.20 1.12 1.97 1.05 1.00 1.05 1.66 1.25 1.33

2005 2.19 1.07 2.05 1.07 1.00 1.07 1.61 1.23 1.31

2006 2.05 1.06 1.94 1.11 1.02 1.08 1.68 1.23 1.37

2007 2.14 1.04 2.06 1.20 1.01 1.19 1.80 1.22 1.48

2008 2.19 1.03 2.13 1.14 1.00 1.14 1.96 1.17 1.67

2009 2.19 1.07 2.05 1.15 1.01 1.14 1.89 1.20 1.58

2010 2.23 1.04 2.15 1.10 1.03 1.07 1.91 1.08 1.76

2011 2.18 1.00 2.18 1.14 1.01 1.13 1.95 1.09 1.79

2012 2.21 1.02 2.16 1.17 1.03 1.14 1.96 1.11 1.77

2013 2.08 0.99 2.10 1.26 1.03 1.22 2.02 1.11 1.83

2014 2.07 0.97 2.14 1.32 1.03 1.28 2.00 1.09 1.83

（資料）筆者作成。
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ついては，2005 年以降，貿易結合度は 1.99 か
ら 1.58 に減少し，貿易補完度においても 2005
年から 2014 年にかけて 1.13 から 1.05 まで減少
している。したがって，中国 -ASEAN FTA
が発効されて以降，国別偏向度は 2007 年から
2014 年にかけて 1.76 から 1.51 まで減少してお
り，他の要因が一定であったとすれば，FTA
による ASEAN における中国に対する貿易増
進効果はそれほど大きくはないと解釈できる。
　日本の場合には，ASEAN との輸出入構造の
密接性を示す貿易結合度が，2008 年から 2014
年にかけて 2.19 から 1.97 へと減少している。
EPA 発効以降については，貿易補完度に大き
な変化はみられなかったが，国別偏向度におい
ては 2008 年から 2014 年にかけて 2.07 から 1.88
へと減少していることが確認できた。このよう
に，国別偏向度を尺度としてみた場合，他の条

件が一定であったとすれば，日本 -ASEAN 
EPA は ASEAN の貿易増進に影響を与えるこ
とができなかったと解釈することができる。
　表 6 は，ASEAN における日本，中国，韓国
に対する貿易結合度及び貿易補完度，国別偏向
度に関するものである。ASEAN における韓国
に対する輸出率はこれまで減少してきたが，
2007年にFTAを発効してから増加傾向に転じ，
特に市場占有率については，2000 年以降，継
続して減少傾向にあったが，FTA を発効して
から急激に増加傾向へと転じた。一方 , 貿易結
合度及び国別偏向度については，FTA を発効
してから一時的に増加傾向を示したが，2009
年を境に減少の一途をたどっている。なお，
FTA 発効以降，韓国に対する輸出率が増加し
たのに対し，国別偏向度は減少傾向を示してい
る。これは，韓国における ASEAN に対する輸

表 6　ASEANにおける対日中韓　貿易結合度及び国別偏向度（注 8）

日本 中国 韓国

貿易
結合度

貿易
補完度

国別
偏向度

貿易
結合度

貿易
補完度

国別
偏向度

貿易
結合度

貿易
補完度

国別
偏向度

2000 2.23 1.05 2.13 1.63 1.11 1.47 1.64 1.12 1.47

2001 2.34 1.07 2.18 1.67 1.11 1.50 1.72 1.12 1.54

2002 2.25 1.06 2.12 1.85 1.15 1.61 1.64 1.14 1.44

2003 2.27 1.06 2.14 1.98 1.15 1.72 1.56 1.14 1.37

2004 2.24 1.26 1.78 1.95 1.13 1.73 1.54 1.11 1.38

2005 2.11 1.18 1.78 1.99 1.13 1.76 1.53 1.09 1.40

2006 2.05 1.04 1.97 1.98 1.14 1.74 1.45 1.07 1.36

2007 2.17 1.05 2.07 2.03 1.13 1.80 1.45 1.08 1.34

2008 2.19 1.06 2.07 1.82 1.09 1.67 1.47 1.05 1.40

2009 2.07 1.05 1.97 1.75 1.06 1.65 1.57 1.06 1.48

2010 2.01 1.04 1.94 1.72 1.05 1.64 1.45 1.03 1.41

2011 2.07 1.05 1.97 1.78 1.04 1.71 1.45 1.03 1.41

2012 2.01 1.04 1.93 1.71 1.05 1.63 1.39 1.03 1.35

2013 1.97 1.05 1.88 1.69 1.06 1.59 1.45 1.04 1.39

2014 1.97 1,05 1.88 1.58 1.05 1.51 1.42 1.03 1.38

（資料）筆者作成。
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入の需要が増加したことによって ASEAN の輸
出率が増加したと解釈することができ，また，
2009 年以降の FTA による貿易の増加率がそれ
ほど大きくはないということも確認できる。
　2000 年以降，ASEAN における中国に対す
る輸出率は増加し続けており，市場占有率につ
いても 2008 年から上昇傾向にあるが，貿易結
合度及び国別偏向度は減少傾向にある。すなわ
ち，これは FTA による貿易の増進によるもの
というよりは，ASEAN における中国に対する
輸出の増進による効果であると解釈することが
できる。なお，ASEAN における日本に対する
輸出率については継続して減少傾向にあり，
FTA が発効された時点では一時的に上昇した
が，その後，再び減少の一途をたどっている。
また，市場占有率も同様に，FTA が発効され
た時点では一時的に上昇したが，その後，再び
減少している。対日本における貿易結合度及び
国別偏向度は同時に減少しており，ASEAN に
おける日本に対する輸出量及び国別偏向度が減
少していることから FTA の効果がそれほど大
きくなかったということが予測される。なお，
日中韓における対 ASEAN の国別偏向度は全
般的に増加しており，日本，韓国，中国の順で
高いという結果も出ている。

3-2．重力モデルによる分析結果

　ASEAN と日中韓の各国間における FTA・
EPA の効果について重力モデルによる分析結
果を表 7 に示す。重力モデルにおいて基本的に
考慮されている GDP や各国間の距離，隣接国
の可否，同一言語の使用可否等の推定係数につ
いては何らかの影響があることが確認でき，予
測符号とも一致した。日中韓における輸出国及
び輸入国の GDP については正の値が抽出され，
この結果から輸出国及び輸入国の GDP は両国
における交易を拡大させているということが確
認できた。一般的に，貿易費用を意味する各国

間の距離に関する変数は 3 ヵ国すべての国にお
いて負の値が抽出され，距離が遠いほど貿易量
が減少するという結果を得た。また，隣接国の
可否及び同一言語の使用可否におけるダミー変
数の符号については正の値が抽出され，類似し
た文化を持つ国家間の貿易量が増加するという
結果を得た。
　次に，FTA・EPA における貿易創出効果及
び貿易転換効果については，年度別の固定効果
を考慮した固定効果モデル（fixed effect model）
及び PPML モデル（Poisson-Pseudo Maximum 
Likelihood model）によって分析を行った。年
度別の固定効果モデルにおいては，両国間の貿
易実績が全くない場合には，2 ヵ国間の貿易関
係が除外されるため，選択バイアス（selection 
bias）及び異分散バイアス（heteroskedasticity 
bias）をもたらすことが可能になる。そのために，
本研究においては，PPML モデルを用いること
とする。
　FTA・EPA1 ijt  ，FTA・EPA2 ijt  ，及び
FTA・EPA3ijt における各推定係数をみてみる
と，韓国におけるθ1 は正であるため，韓国
-ASEAN FTA は各加盟国間の域内貿易を増進
させると解釈することができる。また，θ2 も
正であるため，加盟国から非加盟国への輸出が
拡大され，輸出面において貿易創出効果がある
と解釈することができる。最後に，θ3 は輸入
面における貿易創出効果があり，数値も正であ
るため，非加盟国から加盟国への輸出が増加す
ることが推測できる。このような 3 つの効果を
すべて考慮している韓国 -ASEAN FTA によ
る輸出量は，18.67%（=［exp（0.1712）‒1］×100） 
の増加が見込まれている。
　表 7 は，日本，中国，韓国と ASEAN との
間における FTA・EPA の効果について，重力
モデルによって導出した数値の一覧であるが，
θ1，θ2，θ3 のすべてにおいて正の値が導出さ
れていることが確認できる。前述の 3 つの効果
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をすべて考慮している中国における ASEAN
と の FTA 効 果 は，15.43%（=［exp（0.1435）－
1］×100）の輸出量の増加が見込まれ，日本と
ASEAN との間における EPA の輸出増大効果
については，日本及び ASEAN 諸国との輸出
量を増加（θ1）させると同時に，日本から非
加盟国への輸出量（θ2）の増加及び ASEAN
非加盟国から日本への輸出量（θ3）について
も増加させ，14.25%（=［exp（0.1376）－1］×100）
の輸出量の増加が見込まれている。
　上記のように，日本，中国，韓国と ASEAN
との間における FTA・EPA の効果について，
重力モデルを用いて分析した結果，3 ヵ国すべ
ての国において，θ1 ＞ 0，θ2 ＞ 0，θ3 ＞ 0 と
いう結果が示され，輸出面及び輸入面において
貿易創出効果が引き起こされることが確認でき
た。また，ASEAN との FTA・EPA を通じた

輸出増大効果については，韓国が一番大きく，
次に中国，日本という順であった。

おわりに

　WTO 体制が確立されながら各国間の地域貿
易協定が活発になり，2018 年 12 月を基準とし
て 465 件の協定が発効されている。その中でも
日本は，2002 年にシンガポールとの間で初め
て EPA を発効し，現在では 15 の協定が発効
されており，2019 年 2 月 1 日には EU との間
で発効される予定である。
　特に ASEAN との協定においては，地理的
なメリットや経済成長率の高さ，巨大な内需市
場だけでなく，北東アジア地域における競合市
場等，多くのメリットが見込まれているため，
日 中 韓 の 3 ヵ 国 の み な ら ず，ASEAN と の

表 7　ASEAN+1（日本，中国，韓国）自由貿易協定の貿易効果（注 9）

日本 中国 韓国

固定効果 PPML 固定効果 PPML 固定効果 PPML

lnGDPi
0.7647***

（0.0164）
0.0346***

（0.0007）
0.7573***

（0.0149）
0.0342***

（0.0006）
0.8212***

（0.0180）
0.0374***

（0.0008）

lnGDPj
0.7638***

（0.0144）
0.0346***

（0.0006）
0.7679***

（0.0131）
0.0347***

（0.0005）
0.8172***

（0.0154）
0.0372***

（0.0007）

lnDistij
-0.4300***

（0.0231）
-0.0193***

（0.0010）
-0.4340***

（0.0226）
-0.0195***

（0.0010）
-0.3916***

（0.0225）
-0.0175***

（0.0009）

Adjij
1.0490***

（0.0588）
0.0452***

（0.0024）
0.8944***

（0.0673）
0.0381***

（0.0028）
1.0838***

（0.0588）
0.0467***

（0.0024）

Comlangij
0.2571***

（0.0389）
0.0121***

（0.0017）
0.2040***

（0.0379）
0.0096***

（0.0017）
0.2512***

（0.0386）
0.0117***

（0.0017）

FTA・EPA1ijt
1.7655***

（0.0754）
0.0807***

（0.0033）
1.7796***

（0.0690）
0.0805***

（0.0030）
2.1190***

（0.0819）
0.0980***

（0.0036）

FTA・EPA2ijt
0.7467***

（0.0498）
0.0335***

（0.0022）
0.8146***

（0.0459）
0.0361***

（0.0020）
0.9196***

（0.0532）
0.0419***

（0.0024）

FTA・EPA3ijt
0.5305***

（0.0482）
0.0234***

（0.0022）
0.6156***

（0.0445）
0.0269***

（0.0020）
0.6946***

（0.0504）
0.0313***

（0.0023）

観測値 6,218 6,218 6,218 6,218 6,218 6,218

r2 0.5853 0.5850 0.5954 0.5945 0.599 0.600

（資料）筆者作成。
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FTA・EPA によって市場先占効果を得ようと
する国や地域が多く存在する。その結果，中国
は 2005 年，韓国は 2007 年，日本は 2008 年に
ASEAN と の 間 で FTA・EPA を 発 効 し た。
ASEAN は，高い潜在生産力とそれによる所得
増加によって巨大な新興消費市場になる可能性
を秘めており，今後，ASEAN の重要性はさら
に増していくものと考える。このような時代の
流れもあり，日中韓の 3 ヵ国が関連する ASEAN
との FTA・EPA 効果について考察し，今後の
改善点を模索する。
　 ま ず， 日 中 韓 の 3 ヵ 国 は，ASEAN と の
FTA・EPA を発効してから 2014 年まで，継
続して輸出量及び輸入量が増加しており，
ASEAN との FTA・EPA について肯定的な評
価とみることができた。また，中国及び韓国に
関しては輸出率及び市場占有率の面においても
大きな成長を確認することができた。なお，
FTA・EPA の効果を示す数値の 1 つとして使
用されている貿易結合度は，貿易補完度と国別
偏向度の積によって示すことができるが，国別
偏向度を決定する要因の 1 つである FTA・
EPA に よ る 交 易 量 の 変 化 を み て み る と，
FTA・EPA の 発 効 以 降 の 韓 国 に お け る 対
ASEAN の国別偏向度が，日本及び中国と比較
して急激に増加していることを勘案すれば，対
ASEAN FTA・EPA の効果としては韓国が最
も著しいことが確認できた。さらに，輸入面に
おいては，ASEAN の国別偏向度が日本，中国，
韓国と ASEAN との間で FTA・EPA が発効
されてから増加傾向にあったが，2011 年以降
は減少の一途をたどっており，FTA・EPA の
効果が徐々に薄れている事実が確認できた。
　一方，重力モデルによる分析結果として，輸
出面においては貿易創出効果 （θ1 ＞ 0，θ2 ＞
0），輸入面においては貿易創出効果（θ1 ＞ 0，
θ3 ＞ 0）があることが確認できた。また，日本
及び中国，韓国における FTA・EPA による輸

出量は，それぞれ 14.25%，15.43%，18.67% と
増加しており，ASEAN との FTA・EPA 効果
は，韓国，中国，日本の順で高いということが
確認できた。
　最後に，日本 -ASEAN 包括的経済連携協定
の 最 大 の 意 義 は， 日 本 と ASEAN 間 及 び
ASEAN 域内における貿易をより円滑にすると
ともに，日本及び ASEAN 域内の市場を一体
として捉え，ASEAN 諸国に展開している日本
企業の生産拠点と日本国内の生産拠点で構築さ
れている生産ネットワークを再編しつつ，最適
な域内分業体制を構築するための基盤を整備し
たことにある。この観点においては，日本
-ASEAN 包括的経済連携協定の域内に属する
日本企業の事業戦略への影響は大きいと見込ま
れている。しかし，日中韓の 3 ヵ国にいえるこ
とだが，実際に各国がどの程度 ASEAN との
FTA を活用できるかについては，原産地証明
書の取得等の運用面，手続面での煩雑さ及び費
用面などの問題を簡素化する必要性があると考
える。特に，日本の場合は複数国間との協定で
あり，2 ヵ国間における EPA と重層的な関係
を構築している。そのため，日本 -ASEAN 包
括的経済連携協定と 2 ヵ国間における EPA が
運用面，手続面においてどのような関係に位置
付けられるかについて考察しつつ，2 ヵ国間の
EPA における運用面，手続面の問題点を改善
していく必要性があると考える。
　本稿においては，モデル設定の過程において
恣意的なエラーを減少させるために貿易結合度
及び国別偏向度による分析を行った一方，重力
モデルによる分析についても試みた。しかし，
産 業 別 又 は 国 家 別 と い う 分 類 で は な く，
ASEAN 全体に対する FTA の効果を対象とし
て分析を行ったという点は改善すべき点であ
り，今後はその点を考慮しつつ，より精巧な分
析モデルを再構築する必要性があると考えてい
る。
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《注》

（注 1）　ここでいう世界金融危機とは，2007 年に顕
在化したサブプライム住宅ローン危機を発端
としたリーマンショックとそれに連鎖した一
連の金融危機を指す。

（注 2）　輸出率は，各輸出国（地域）の総輸出量に
おいて輸入国（地域）への輸出量が占める割
合。

（注 3）　市場占有率は，輸入国（地域）の総収益に
おいて輸出国（地域）からの輸入量が占める
割合。

（注 4）　へクシャーとオリーンによって開発され
た，貿易地域間の生産要素賦存に基づいて貿
易パターンを予測するモデルである。

（注 5）　複数の政策目標を達成するためには同じ数
の独立した政策手段が必要になるという

「ティンバーゲンの定理」を提唱したことで
も知られており，世界で初めてノーベル経済
学賞を受賞した経済学者である。

（注 6）　TC（X）は輸出面における貿易創出効果，
TC（M）は輸入面における貿易創出効果，
XD は輸出転換，MD は輸入転換，XE は域
外輸出拡張，ME は域外輸入拡張，XC は域
内輸出縮小，MC は域内輸入縮小を意味す
る。

（注 7）　国別偏向度＝貿易結合度／貿易補完度。
（注 8）　国別偏向度＝貿易結合度／貿易補完度。
（注 9）　* p<0.1，** p<0.05，*** p<0.01 であり，（ ）

は Standard Error。
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